
 

～障害児通所支援事業等をご利用の方へ～ 

きょうだい児間の上限額管理ができるようになりました 

 

 

同一月において２か所以上の障害児通所支援事業所又は障害福祉サービス提供事業所（以下、「障害児通

所支援事業所等」とする。）を利用する場合、負担上限月額を超える可能性があります。そのため、あらか

じめ上限額管理者となる障害児通所支援事業所等を決めておくことで、基準額の範囲内におさまるよう、利

用者負担額を調整することができます。 

 きょうだい児の上限額管理の届出をしていただいた方は、令和４年３月以降の利用分から、きょうだい児

間での上限額管理ができるようになりました。対象となる方は手続きをお願いします。 

 

１ 対象者 

  以下の①、②の要件にすべて該当する場合、きょうだい児間の上限額管理の申請対象となります。 

 

 ① 同一月内できょうだい児の利用者負担額・合計額が、受給者証に記載の 

負担上限月額（37,200 円/4,600 円）を超えると見込まれる場合 

   〇 負担上限月額が０円の場合は対象外です。 

〇 無償化対象児童は、上限額管理に含みません。 

 

 ② 同一月内で複数の障害児通所支援事業所等を利用する場合 

   〇 きょうだい児で１か所の事業所のみを利用している場合も、上限額管理の対象です。 

   〇 障害者総合⽀援法と児童福祉法の各サービスをまたがっての上限額管理はできません。 

この場合、各サービスについて必要に応じて上限額管理を⾏った後、⾼額償還の申請が必要です。  

    （例）  

 兄 妹 上限額管理 

１ 放課後等デイサービス 児童発達支援 〇 対象 

２ 短期入所 居宅介護 〇 対象 

３ 放課後等デイサービス 居宅介護 × 対象外 

 

   〇 地域生活支援事業（移動支援等）は対象外です。 

   〇 きょうだい児間で上限額管理を行う場合は、受給者にあたる保護者が同一である必要がありま

す。 

 

２ お手続きについて 

  サービスの支給決定を受けている区福祉保健センターの窓口にご相談ください。 

    〇 利用者負担上限管理事務依頼（変更）届出書について、保護者の方から事業所にご相談いただき、 

上限額管理事業所が記載後、区役所宛てに、提出いただく必要があります。 

本届出書は区役所にご用意していますので、まずはお電話でご相談ください。 

 

   ※きょうだい児間で上限額管理を行う場合は、 

（ア）支給決定期間、（イ）負担上限月額、（ウ）受給者は、同一である必要があります。 

 
裏面あり 

R4.2 



３ きょうだい児間の上限額管理（イメージ）世帯の負担上限月額 4,600 円の場合 

上限額管理をしない場合 

 

 

 

 

 

 

 

上限額管理をする場合 

 

 

 

 

 

 

 

○窓口・お問い合わせ先 

 担当 電話番号 FAX  担当 電話番号 FAX 

鶴見 
障害者 510-1847 510-1897 

金沢 
障害者 788-7849 786-8872 

障害児 510-1839 510-1887 障害児 788-7772 788-7794 

神奈川 
障害者 411-7114 324-3702 

港北 
障害者 540-2237 540-2396 

障害児 411-7113 321-8820 障害児 540-2320 540-2426 

西 
障害者 320-8417 290-3422 

緑 
障害者 930-2433 930-2310 

障害児 320-8402 322-9875 障害児 930-2432 930-2347 

中 
障害者 224-8165 

224-8159 青葉 
障害者 978-2453 978-2427 

障害児 224-8171 障害児 978-2457 978-2422 

南 
障害者 341-1141 341-1144 

都筑 
障害者 948-2316 948-2490 

障害児 341-1152 341-1145 障害児 948-2321 948-2309 

港南 
障害者 847-8459 845-9809 

戸塚 
障害者 866-8463 881-1755 

障害児 847-8457 842-0813 障害児 866-8468 866-8473 

保土ケ谷 
障害者 334-6384 331-6550 

栄 
障害者 894-8068 893-3083 

障害児 334-6353 333-6309 障害児 894-8959 894-8406 

旭 
障害者 954-6128 955-2675 

泉 
障害者 800-2485 

800-2513 
障害児 954-6117 951-4683 障害児 800-2448 

磯子 
障害者 750-2416 

750-2540 瀬谷 
障害者 367-5715 364-2346 

障害児 750-2439 障害児 367-5703 367-2943 

中央児童相談所 障害児 260-6510 262-4155 西部児童相談所 障害児 331-5471 333-6082 

南部児童相談所 障害児 831-4735 833-9828 北部児童相談所 障害児 948-2441 948-2452 

健康福祉局障害自立支援課 671-3891 371-3566 こども青少年局障害児福祉保健課 671-4274 663-2304 

 

（兄） 

事業所Ａ 利用料  4,600 円 
ひとりあたりの利用者負担額は4,600 円だが、 

それぞれの事業所に支払う必要があるため、 

世帯での合計額が 9,200 円になります。 

別途、高額償還の申請が必要になります。 

事業所間で世帯の負担上限月額になるように、

利用料の調整を行うため、 

利用者負担額の合計額は 4,600 円に。 

基準額の範囲内におさまります。 

（妹） 

事業所Ｂ 利用料  4,600 円 

（兄） 

事業所Ａ 利用料  4,600 円 

（妹） 

事業所Ｂ 利用料  ０円 

 

 


